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（参考資料）部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライン
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（参考資料）部活動の地域展開等の全国的な実施
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新潟県の現状と今後必要となる考え方
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25市町村が本年度中に、他5市町村は
R8年度中に休日の地域展開を完了予定

⚫ 地域クラブの設置数

クラブ R7.9月 合計

スポーツ 533（30市町村）
638

文化芸術 105（16市町村）

急激な少子化の中でも、子どもたちのスポーツ・文化芸術環境を維持発展させるため、本県では、
国の「改革推進期間」に合わせ、R7年度末までに、中学校における休日部活動の地域展開の完了
を目指してきた。

主な課題

指導人材の確保
移動手段の確保
持続可能な運営体制の整備
平日の地域展開 等

量的整備と併せ”質的充実” の推進が不可欠
子どもたちの満足度の向上、個別具体な課題への対応

官主導⇒“産学官連携モデル”⇒地域主導
多様な関係者が連携することにより、スポーツ・文化芸術活動の
振興や、地域活性化の実現を目指す。

《現状》

⚫ 地域クラブの登録生徒数

11,763人（全生徒の23.6％）

《今後必要となる考え方》

⚫ JSPO公認スポーツコーチングリーダー資格取得

 ２３０人



民間企業との連携協定締結・産官学連携フォーラムの開催
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一般社団法人ブカツ・サポート・コンソーシアム※との
連携協定締結式 R8.1.22

部活動地域展開・産官学連携フォーラム
in Niigata 2025 R8.1.23

【主な実施内容】
⚫ 「重点地域」の成果発表
⚫ 県内有識者等によるパネルディスカッション
⚫ 民間企業・大学等とのマッチングフェア
来場者（200名以上）、出展者（37企業・団体）

【連携により期待される効果】
⚫ 民間企業への広報活動、資金調達モデル・企業
人材活用モデルの提案

⚫ 人材や移動手段確保、指導者育成、学校施設
の有効活用などの地域課題への対応

参加者と企業等とのマッチングフェアの様子締結式の様子

※スポーツデータバンク（株）、三井住友海上火災保険（株）、日本郵政
（株）が理事を務め、部活動改革を支援するために設立されたコン
ソーシアム



「重点地域」の成果発表
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長岡市スポーツ協会 村上市教育委員会 新潟医療福祉大学

長岡市スポーツ協会

・多様なスポーツ体験の機会の提供
・体育・スポーツ系の大学生、パラアスリート等を含むアスリート
人材等の活用
・運営の効率化のためのシステム整備

村上市教育委員会
・地域車両活用モデル
・障がい者の活動の場創出モデル

新潟医療福祉大学 ・遠隔ライブ指導の有効性と課題
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